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1．はじめに

1-1．研究の背景と目的
　東京都は1)2)「首都直下地震等による東京の被害想定」の中で、【首都直下地震】として「東京湾北部地震（M7.3）」と「多摩直下地震（M7.3）」の2種の想定を行っているが、前者の方が、人的/物的被害が大きく予想されており、新宿区における震度予想は前者が震度6強、後者においては震度6弱が示されている。本研究では、2010/2011年度の報告に引き続き「東京湾北部地震（M7.3）」を想定した震災時（以下：震災時）」の新宿駅周辺における医療救護活動のあり方について検討をすすめる。
2010/2011年度の報告にて指摘がある様に、震災時の新宿駅周辺は、非定住被災者注1)の割合が高く見込まれており、それらの受療行動予測と周辺の医療施設分布状況から、受診者が溢れる、または医療施設まで自力でたどり着けない、といった受療困難な状況が想定される。

この受療困難な状況を緩和する提案として、2010/2011年度報告においてはオフィスビル等のホール等を利用した「最前線救急医療拠点」の可能性を検討してきており、2-3.で後述する様に、11か所の配置案を提示するに至っている。
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ホール等のスペースは、震災時の多数傷病者に対して医療救護活動を行うにあたり、収容力の面で便宜性を備えているが、災害時医療救護活動の基本であるCSCATTT
注4)全般の実行しやすさを考慮した場合、広さ以外にも必要な機能が抽出されるはずである。また、「最前線救急医療拠点」が、地域防災計画の医療救護活動においてどのように位置づけられ、地域の他の医療施設とどのように連携していくかにより、役割（担うべき医療内容）が変わることは自明である。

そこで、本研究では、最前線救急医療拠点に比較的近い役割と機能を担っていると思われる医療救護所を分類し、諸機能の抽出、整理を行うことを目的としている。
1-3．研究の方法

本研究では医療救護所の分類及び諸機能の分析整理を行うために文献調査を実施した。具体的には、過去の震災における医療救護活動の報告・提言等（参考文献11～29）、行政の防災計画等（参考文献30～55）から、医療救護所に求められる機能や装備について、人的・物的条件を抽出し、整理を行った。
2．2010/2011年度の成果概要
　2-1．2010年度の成果概要
筆者等は5)は2010年度の総合研究所・都市減災研究センター（UDM）研究報告書（以下：報告書）において、「新宿駅周辺における震災時の非定住被災者の受療行動を予測」に基づいた「最前線救急医療拠点」の配置方法や拠点数、拠点規模等の計画を目指すことを研究目的とし、予測に必要な基礎資料である、「新宿駅周辺の屋外人口（地上/地下）分布」について交通量調査を行い、結果を報告した。その結果である屋外人口分布は「非定住被災者の受療行動を予測する」ために必要な①被害想定、②救護所や避難所の位置、③被災人口分布、といった情報のうち、③を明らかにするための基礎資料となった。
具体的には以下の2点が明らかになった。１点目は、新宿駅周辺はオフィス街の西口と繁華街の東口という地域特性の違いを背景にした、時刻や曜日による人口分布の傾向の違いであり、2点目は、人口分布の多いエリアに総合病院がなく、非定住被災者の多くが、自力で総合病院にたどり着くことのできない状況である。
2-2．2011年度の成果概要
2011年度の報告書6)においては、上記「非定住被災者の受療行動を予測する」ための３つの前提条件として①新宿区地域防災計画に基づき東京湾北部地震（M7.3風速15m）を想定、②新宿駅周辺の救護所の不足、③被災人口分布、を取り上げ、それらを算定する基礎資料として、新宿駅周辺における「屋内死傷者分布」を算出した。また、2種類の街頭アンケート調査を新宿区役所と工学院大学前で来訪者や職員に対して行い、首都直下地震想定時の負傷時の受療行動を予測した。アンケート調査結果から新宿駅周辺の病院/避難所/救護所に対する認知度の低さ、重傷者の全員および軽等症者の2割が医療施設や救護所に向かうという受療行動予測が示された。この予測に基づき、非定住被災者の多くは、自力で病院や救護所にたどり着ける可能性が低いと再度指摘した上で、駅周辺に溢れると予想される受診者に円滑な医療提供を行うためのオフィスビル等のホール等を利用した「最前線医療拠点」の可能性を提示した。また同拠点について、負傷者分布図や既存病院立地状況に基づき11か所の配置案を提示した。
2-3．2012年度（本年度）の成果概要
2010/2011年度の研究を受け2012年度は、医療救護所の諸機能について抽出、整理を行うという目的の下、以下に示す成果をとりまとめた。

　参考文献3～4より医療救護所の定義について明らかにし、参考文献11～55の医療救護所に関する多様な記述から「医療救護所」を分類するために、大きく5つの軸を設定し、軸毎に内容を整理した。
3．医療救護所の分類と機能
3-1．医療救護所の定義

法的な位置づけとしては、「災害対策基本法（第34条）」に基づき、「防災基本計画」注2)が作成され、この基本計画に基づき各自治体で作成される「地域防災計画」内に「医療救護所」の言葉は登場する32)。
また、自治体の地域防災計画において、救護活動の行動マニュアル、救護班メンバー、携行品等について記されている場合でも、「医療救護所」そのものについて定義されている事例は少ない注6)。
3-2．医療救護所の分類

甲斐4)が指摘するように、「医療救護所」は「現場救護所」や「応急救護所」といった言葉と同様に、医療救護活動全体（つまり、CSCATTT全般）を行う場を示す場合もあれば、トリアージポストや、各救護エリアを限定的に「救護所」と呼ぶ場合もある。活動時期や主体によって微妙に使い分けられている場合もあるが、用語が統一されていない状況である。以下は、［時系列］、［活動形態／場所］、［活動内容／目的］、［活動主体／関係者］[救護対象]という観点で類似用語（論文における提案事例も含めた）の分類・整理を試みた。
[image: image1.emf]救護所の種類

活動形態 活動場所 救護所の種類

巡回 災害現場、避難所、在宅 巡回救護所

拠点/定点 公的施設内など 拠点/定点救護所
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非定住者 応急救護所、緊急医療救護所

災害時要援護者 福祉避難所（併設の救護所）

帰宅困難者 一時滞在施設（救護所ではない）。

避難患者 搬送経由拠点（仮称） 一時避難施設（状態安定処置）
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表1．医療救護所の分類

［時系列による分類］
災害医療は、時系列34)によりそのニーズが変化する。一般に災害超急性期～急性期においては、災害内容にもよるが救急救命医療のニーズが中心であり、災害亜急性期～慢性期にかけては、慢性疾患対応等の医療ニーズが増える。
災害超急性期～急性期における医療救護活動の場としては、単なる「救護所35)」の他に「現場救護所36)」や「応急救護所36)」「緊急医療救護所」などが登場するが、活動場所や活動主体の違いはあっても、CSCATTTを行う、という共通の活動方針は見いだすことができる。また、拠点として救護所を構え“待つ（受け入れる）医療”と同時に、“出向く医療“としてのDMAT注5)や日赤救護班による救護活動が活発な時期である。この時期においては、両者のように初動の早い活動主体が消防や自衛隊と連携しながら災害現場へ出向き、医療救護活動を行う先々が「現場救護所」になると考えることができる。
災害亜急性期～慢性期における医療救護活動の場で「応急～」「緊急～」「現場～」が使われる事は少なく、災害が長期化した際に避難所等へ併設される「救護所」など、TTTとは主旨の異なる救護活動（慢性疾患対応等）の場として登場する例が多い。
［活動形態／場所による分類］
　テントやプレハブを持参し拠点を設営する「拠点救護所」11)や、建物の一部を間借りする形で活動する「定点救護所」11)は、病院敷地内や避難所となった公的施設、民間事業所の敷地内など様々な場所に展開される。また、DMATによるSCU（広域搬送拠点）においても「救護所」21)が併設され、搬送に耐えるための状態安定化処置が施される。

［活動内容／目的］

ここでは「CSCATTT＝医療救護活動の基本形」であるとらえ、分類を進める。これを基本形に据える根拠は、災害における死傷者数をもっとも左右するのが災害急性期（救出・救助期）であって、この時期活躍するDMATの養成課程において基本原則とされているのがCSCATTTだからである。
巡回救護方式であれ拠点救護方式であれ、災害急性期においてはCSCATTTを行い、亜急性期～慢性期にかけては、慢性期疾患対応等、感染症対策、食事指導、介護、ADL低下抑制、こころのケア、その他生活支援全般といったような活動が展開される流れが多く報告されている。
［活動主体／関係者］
　表1に示した様なメンバーらが、震災時の医療救護所に集まる可能性がある。医療救護を提供する主体は様々であり、またそれに関連する関係者も多様である。まずはこれら活動主体や関係者の活動内容を十分に理解し、空間として設営する必要が求められる。
［救護対象／役割］

５つめの軸として、救護対象と役割の観点から、医療救護所（類似した例を含む）をとらえる。この中には、「災害時要援護者」「帰宅困難者」「避難患者」のように、発災にて傷病を患わない限り、医療救護よりも、介護や生活支援の需要の方も含まれる。各々、本来行くべき場所へ誘導することが必要であるが、過去の震災においては、受入先の被災や交通網の断絶等により一時受入をせざるを得ない状況もあり、苦肉の策として黄色エリアの端部に通称“黄緑エリア”と呼ばれる一角を設けてプライバシー上の配慮を行ったとの報告18)もある。

　最前線医療拠点として提案されている、ホール等を有する学校やオフィス等は、東京都の帰宅困難者対策条例50)にもとづき、震災時は一時滞在施設として帰宅困難者を受け入れる努力義務が発生するであろうし、館内のスタッフらには一斉帰宅抑制がかけられ、彼ら自身が帰宅困難者になる。ただし、スタッフらは、日頃の訓練次第では、ボランティアスタッフとしての貴重なマンパワーにもなりうる。
3-3．医療救護所に求められる機能

ここでは医療救護所に求められる機能について、「立地、地盤、インフラ」、「建物」、「設備」、「しつらい・備品」に分けて、外的要素と内部計画の両面から検討を行った。

[image: image2.emf]　機能 具体例

認知しやすい 視認性が高い（大通りや広場に面している）

アクセスしやすい。（徒歩でも車でも） 大通りに面していて歩道も広い。

搬送しやすい。 大通りに面していて車が出やすい。

医療資機材が入手しやすい 薬局や供給業者の物流センター等が近い。

周辺に木造建物密集地域はない。 火事による道路網寸断が起こりにくい。

液状化の危険性が低い地盤

インフラや地盤が安定 電源２重ルート化+非常用電源、給水所近い

情報収集/伝達しやすい 複数の情報伝達手段、防災無線も支障なく

公的支援を受けやすい 役所、大学、病院など人手と物資が入手

交通基盤が損壊しにくい

立地も交通網もスタッフが参集しやすい

　　　　　　　　　　　機能 具体例

車が寄り付きやすい 大庇（下はトリアージポスト？）+中庇+広場

歩車分離の動線が設けやすい スペースがあり、誘導計画もわかりやすい

トリアージ～搬送まで一方向動線が可 ホールが前面道路に面していて直接搬出可

天候や季節の影響を受けにくい 屋内のホール（医ガスや手洗いあればベター）

耐震性能確保済み

大人数収容スペース トリアージに必要な面積：１０㎡/人

６m×６m程度/とｒじ

一時滞在所施設基準：１.７５㎡/人　　

人が生活を送るために最低必要３．５㎡/人

機能 具体例

給水・排水 井水利用や排水貯留槽も検討

電気 非常用発電機

便所 マンホールトイレなど

耐震化済み 機器自体と、配管(吊部、建物導入部）

温度湿度 １７～２８度、湿度４０～７０％

機能 具体例

備蓄 ３日+α

生活資材

（トイレ、飲食物、毛布）

医療資機材

立地、地盤、インフラ

建物

設備

しつらい・備品


　　表2．医療救護所に求められる機能

まず、医療救護所で行われる活動は、CSCATTTの７原則に則るものと考える。CSCAについては、トリアージポストと各救護エリア、搬送スペース、死亡群エリアの他に、内外機関と調整する事務局、情報記録部隊や物資調達部隊のための人員配置と空間・家具・物品配置が必要である。
　次にTTTの部分、つまりトリアージ→処置→搬送についてであるが、これを効率的に行うためのレイアウトやスタッフのフォーメーションを研究した例もあるが、定形としての提案はない。ただし、一方通行のレイアウトが（流れを滞らせにくいという点から）望ましいという説明は複数みられる。
最近の訓練では、医療従事者ではなく、市民がトリアージを行う例もみられるが、医師ですら実際にトリアージを経験する機会は少ないとされ、訓練を行った際の所感にも、複数回経験し慣れる必要を説いたものがあったことをふまえると、やはり一般市民によるトリアージは、確度と効率の悪さが想像でき、医療スタッフが参集できない時の臨時措置として運用するのが現実的だと思われる。
　トリアージ関連エリアの選定（計画）理由について、江川43)は複数の病院にアンケート調査を行っており、その選定理由は、医療従事者の視点におけるトリアージ関連空間の評価軸として参考になる。
　そして、各救護エリアについては、前ページで紹介した“黄緑エリア”の様に災害時要援護者に配慮したスペースを用意しておいた方が、双方にとって円滑に対応が進むと思われる。ただし、災害時要援護者には要介護者、妊産婦、乳幼児、重度障害者、精神障害者、病弱者など様々であり、その特性に応じて配慮する必要がある。

3-4．小結
医療救護所の定義を確認し、５つの軸に基づき分類を行った。その結果、研究対象としてきた「最前線救急医療拠点」を５つの軸を頼りに次のようにとらえ直すことができた。すなわち、災害超急性期～急性期において、公的施設内などに展開される、拠点/定点式の、限られた医療資源の中で多数傷病者を最大限救うためにTTT（トリアージ・処置・搬送）を行う医療救護所であり、非定住被災者も受入対象としながら、表１に掲げた活動主体や関係者とともに医療救護活動を展開する場である。
　また、医療救護所の機能について４つのカテゴリーから整理しており、今後の研究において、同拠点の条件設定を行っていくための基礎資料とした。
4．おわりに
小結に述べたように、最前線救急医療拠点をとらえ直した場合、２０１１年度報告書にて提案した配置（立地）に関しては表２に記載したような項目について追加の検証が可能である。また、建物/設備/しつらい・備品等に関してはさらなる細かい項目設定が必要であり、同拠点の運用基準に基づいた仕様項目の追加も求められる。
　

注

1)非定住被災者とは、被災した非定住者（観光客や買い物客、飲食店利用者、営業や出張による訪問者）のことを指す。参考文献5）における注2）の説明に基づく。
2)「基本防災計画」は中央防災会議（事務局：内閣府）で作成される。
3)災害における時系列分類は様々＊であり、本論では大阪府医師会による下記の分類を用いた。
*「：」以降は、別名を記した。

　①超急性期（発災後、1～2時間）：切迫期、0（ｾﾞﾛ）期
　②急性期（発災後72時間以内）：救急医療期、救助救出

　　期　（局所型災害の場合は、発災後数時間～１日程度）　③亜急性期72時間～1ヶ月）：感染症対策期、保健医

　　療期

　④慢性期（1ヶ月～1年）：精神的援助期
　＊上記は、神赤十字病院23)や小原ほか41)らの分類もほぼ網羅されている。
4）災害時に体系的な医療活動を行うための基本は、下表
ＣＳＣＡＴＴＴの7項目に集約される。
これは医療指揮者だけでなく、医療に関わる全ての要員にとって有用であり、理解しておく必要がある。これは災害の種類、組織の違い（救急隊員、警察管、行政、ボランティアを含む）に関わらず有効である。

表　災害時に体系的な対応を行うための原則

1． Command & Control　 指揮と統制

2． Safety 　　　　　　 安全

3． Communication　　　 情報伝達

4． Assesment 　　　　　評価

5． Triage　　　　　　　トリアージ

6． Treatment           治療

7． Transport           搬送

 1．Command & Control(指揮と統制)　
　 医療が1つの組織として機能するために、指揮命令系統の確立が不可欠であり、「指揮」は「縦の連携」を意味し、「統制」は各関係機関の「横の連携」を意味する。
　指揮はゴールド/シルバー/ブロンズの3層構造により成り立ち、シルバーとブロンズの各々に指揮官が存在する。




2．Safety(安全)

　安全の優先順位は自分＞現場＞生存被災者である。すなわち、個人の安全が最も重要であり、各々の医療従事者が適切な防護装備を着用することにより確実なものとなる。

3．Communication(情報伝達)

　これまで災害現場における情報伝達は重視されておらず、そのために対応が制約される弱点となる場合が多かった。医療責任者と警察、消防等の責任者間での情報伝達とともに、医療組織内での情報伝達が不可欠である。

4．Assessment(評価)
　現場の評価としては、まず負傷者の数と傷病の種類、受症度を把握する。この情報に基づいて現場での医療の初動対応が決定される。評価を継続的に実施することにより、現場における危機や需給バランスについての情報を得ることができ、それに応じて医療責任者は必要な対応を決定する。

5．3Ts(Triage,Treatment,Transportation)
　Triage（トリアージ）：緊急度と重症度から治療優先度の高い負傷者を選別する作業である。

災害医療の目標は、「最大多数の負傷者に対し最良の結果を生み出す（The best for the greatest number of victims）」ことである。そのために重要なことは、助けうる負傷者に対して適切な医療を提供し救命することであり、救命の可能性が乏しい負傷者に対して人的、物的医療資源や時間を無駄に費やさないことである。この災害医療の目標を達成するための最初で、かつ重要なプロセスがトリアージである。
　Treatment（治療）：
　災害現場における治療の目標は、最大多数の負傷者が、医療機関まで安全に到達できるようにすることである。（根本的な治療を目指すものではない）呼吸や循環などの生理学的な異常に対して、限られた医療資源の中で最大限の効果を発揮することに努める。

　Transportation（搬送）
　災害医療においては、適切な負傷者を適切な医療機関へ、円滑に迅速に搬送することが重要である。患者および救急車両の動線を考慮して、トリアージポスト、応急救護所、救急車両収容所（患者搬送地区）、救急車両待機場所を設営する。患者や救急車両の動線は、混乱を避けるために一方通行とし、移動距離が長すぎたり、あるいは混雑して搬送を妨げたりしないように適度な距離を置いて配置する。　
5)災害派遣医療チームDMAT（Disastar Medical Assistance Team）とは、災害急性期に活動できる、機動性を持った、専門的な訓練を受けた、災害派遣医療チームである。DMATチームは医師、看護師、調整員（事務職、薬剤師、放射線技師等）により構成され、［日本DMAT］は構成労働省が、［都道府県DMAT］は各都道府県がその隊員を認定する。［日本DMAT］の養成研修は2005年より始まり、基本的機能や任務は①被災地内での医療情報収集と伝達 ②被災地域内でのトリアージ、応急治療、搬送 ③被災地域内の医療機関、特に災害拠点病院の支援強化 ④広域搬送拠点医療施設（SCU：Starting Care Unit）における医療支援 ⑤広域航空搬送における
　ヘリコプターや固定翼機への医療チームとしての搭乗 　

　⑥災害現場でのメディカルコントロール ⑦瓦礫の下の医療（CSM:Confined Spaced Medicine）を行うこと0)。
6)2例挙げると、まず高知県災害医療対策本部はマニュアルの用語解説において「大規模地震発生後、医療救護対象者の治療の優先順位を判定し救護病院等への搬送を効率的に実施するため、市町村長が指定する医療救護施設。必要に応じて軽傷患者に対する軽易な処置も行います」とあり、後述される医療救護所開設作業において、屋内型（診療所、公民館等）、屋外型（運動場、駐車場等）、避難所併設型のそれぞれの医療救護所について開設手順が示されている。そして、葛飾区のホームページには「大地震等の災害が発生した場合に、多数の傷病者が発生したとき、または医療機関が一時的に混乱し、その機能が停止したときに医療救護所を開設し、被災者の迅速な救護を行います。なお、災害時医療救護所が開設されたときは、一般の病院・診療所は診療活動を行いません。」と説明がされており、避難所併設型の医療救護所が学校等に指定されている。
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